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１ 　はじめに（背景と問題意識）
　日本企業における「ヒトの現地化
１
」は、これまでも多く
の視点で研究がなされている。現地化とは、本国本社から
派遣される日本人社員の数を減らし、現地子会社の管理者
や経営幹部に多く現地人を登用し、一般に現地子会社の経
営者を本社の派遣人員から現地人に転換することとなされ
ている（吉原、1996，p.4；中村、2005，pp.43-44；川井、2000， 
p.100）。日本企業の現地化は、知識や技術移転をロワー・
マネジメントから上位階層へ段階的に時間と費用をかけな
がら進められるとなされている（冨田、1991，pp.289-
291）。現地化を進めるべき職位の階層については、「現地
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人社長の方が利益率は高い（吉原、1996，p.34；p.115）」
という研究と「中間管理職
２
の層を厚くすることが利益率の
向上に貢献する（白木、2006，p.85）」という研究がなさ
れており、統一的な結論は得られていないようである。
　近年、日本企業の海外進出は大企業だけでなく、中小企
業においても活発になってきたようである。中小企業が海
外進出を意識し始めたのはバブル経済が崩壊した以降で、
中小企業の海外進出が活発化したのは2000年前後、東日本
大震災が中小企業の海外進出を後押しした（高慶、2013，
p.65）となされている。事実、中小企業の海外現地子会社
の保有率は、1994年度が6.6％であったのに対し、2011年
度は13.4％、とりわけ製造業においては18.9％と大きく伸
びたとなされている（経済産業省、2014，p.299）。このよ
うに日本企業の海外進出が活発化するなかで、海外進出す
るその大半の日本企業が人員不足という新たな課題にも直
面していることが明らかにされている（日本商工会議所、
2015，p.2；経済産業省、2016，p.7）。この人員不足は、特
に中小企業の方が大企業より深刻であり（東京商工会議
所、2010，pp.2-3）、日本企業において「海外進出後の立
ち上げ時での実務人材の不足」や「海外進出後の現地での
管理人材の不足」といった影響を与えているようである
（内閣府、2013，pp.197-199）。このような状況下で、前述
の先行研究で明らかにされているように、日本企業は今も
なお本国本社
３
から日本人社員を現地子会社に派遣し、ロ
ワー・マネジメントから時間と費用をかけて知識や技術移
転を行いながら現地化を進めているのであろうか。また、
もしこのように現地化を進めているならば、どのように直
面している問題を克服しているのであろうか。これらの課
題を解明するため、日本企業の現地化に関する今日の人的
資源の政策について、実態調査で分析してみたい。
２ 　先行研究
⑴　経営学の視点による分析
　現地化における現地人とは、「狭義では現地国籍の人材
だけを指しているが、広義では現地国籍を有する者に限ら
ず現地社会文化と一般的な関係をもっている人々も含め
る」となされ（川井、2000，p.100）、また現地化の職位範
囲は、社長だけではなく部長や課長といったロワーやミド
ル・マネジメントも含めるとなされている（王、2011，
pp.176-177）。これらを踏まえ、本稿では現地化を「本国
本社から派遣される日本人社員から現地で雇用された社員
へ転換すること」と定義する。
　一方、本国本社から社員を派遣する目的は、現地子会社
で仕事をし、業績をあげること（吉原、2015，p.143）や、
子会社の統制、本社との調整、本社からの技術・経営ノウ
ハウの移転、そして、本人ならびに後継者の育成（白木、
2013，p.150）、「知識の移転と情報の伝達の共有や海外拠
点の経営をコントロール」（高瑞、2015，pp.2-10）となさ
れている。このため、本国本社から社員を派遣する目的
は、現地子会社への技術・経営ノウハウの移転や経営のコ
ントロールともいえるであろう。
　現地化の長所は、現地人はその国の言語、文化、習慣な
どに精通していることや現地人に内部昇進機会を与え、士
気を高めることができること、既にある現地での人的関係
を活用でき情報収集するうえで効率的であること、日本人
と現地人に大きな人件費の隔たりがある場合は現地人を登
用する方が人件費コストを抑制するできることなどとなさ
れている（関口他、2016，pp.93-95；川井、2000，pp.100-
102）。さらに、最近では自国の従業員でできる職種やポス
トについては、日本人出向社員へのビザの発給がきびしく
なっており、なかなかビザが発給されない国もある（吉
原、1992，p.41）ことから、現地化はビザ発給の手間が省
けるということも長所としてあげられる。
　一方、現地化の短所については、いつ辞めるか不安があ
ることがあげられる（吉原、1996，p.45）。特に本稿で実
態調査するミャンマーが属するアジアの労働市場は、日本
の２倍以上の離職率に達し、日本を除くアジアの主要国で
は流動的な労働市場が形成されている傾向があるとなされ
ている（関口他、2016，p.86）。また日本企業の経営資源
は日本語で蓄積されている一方で、日本語ができる現地人
は限られ（吉原、2015，pp.137-138）、日本企業の取引先
や顧客は日本企業あるいは日本人で、日本の役所や業界団
体の付き合いは日本人でないと無理である（吉原、2015，
p.138；p152）との指摘もなされている。その他にも、現
地で雇用し、現地で活動することは他国との交流が希薄な
ため、他国籍企業全体の結束力が弱まることも短所として
明らかにされている（関口他、2016，pp.94-96）。
⑵　コーポレート・ガバナンスの視点による分析
　コーポレート・ガバナンスとは「国際的に完全に統一さ
れた定義、共通の具体的方法論は確立されていない」とさ
れつつも、「経営者をけん制・監視する仕組み」と定義が
なされている（毛利、2014，p.5）。つまり、企業内で一部
の経営者に権力が集中し、その経営者らが独断で誤った経
営判断をすることで、企業価値を損なわないように出資者
として重要な情報を適宜知ることができるよう「透明性」
を高めることである。しかし、アジア企業における株式の
所有構造は創業家の一族が究極的に所有・支配している場
合が多く、ガバナンス上さまざまな問題が生じているとな
されている（市野、2006，pp.58-59）。このため、出資者
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である日本企業は現地子会社のトップ・マネジメントとし
て本国本社の社員を指名し、経営方針どおりに現地子会社
が経営されているかを監視させているといえる。もちろん
現地人をトップ・マネジメントとして雇用し、現地子会社
を監視することも可能である。しかし、アジア諸国では、
社会慣行ともいえるほど贈収賄が常態化し、公務員への賄
賂以外にも、企業内部で現地人社員が在庫や備品などの横
領、窃盗、詐欺などの不正行為や社内の昇進の際にも、上
司に対してお礼の金銭を渡そうとする事例もある（寺本
他、2013，pp.30-32）。こういったリスクを予防・低減す
るためには、リーダーシップを持ち、異・多文化を統治で
きる人材・システムが必要であるとなされ（高野、2011，
p.90）、本国本社があえて異文化である日本人社員をトッ
プ・マネジメントとして指名し、現地子会社に派遣するこ
とは合理的ともいえる。一方で、現状における日本人社員
の派遣について、派遣された途端に管理職の職務を任せら
れることも多く（日本経済団体連合会、2004，p.8）、日本
の親会社に従事するときと比較して、若くして２ランクか
ら３ランクほど昇進し経営者や管理者となり（吉原、
2015，p.145）、さらにその派遣される日本人社員は十分に
マネジメントのトレーニングがなされないまま現地へ派遣
されることや現地文化への理解が不足しているといった課
題も明らかにされている（小平、2012，p.45）。
⑶　日本人社員のグローバル人材育成の視点による分析
　日本貿易振興機構（2015，p.81）の調査によると、日本
人社員のグローバル人材育成が課題と答える社員は、日本
企業2,995社のうち45.1％と高く、海外ビジネスの拡大にお
いて日本人社員の人材育成が急務となされている。これま
でも日本企業は若手社員を海外大学院に派遣し、経営管理
修士（MBA）を取得するような制度が整備されていた。
しかしこの制度はコストが高く、帰国後の離職が高いこと
が問題視されている。一方で、近年、日本人社員のグロー
バル人材育成方法として「海外トレーニー制度」を導入す
る日本企業もある（白木、2014，p.884）。海外トレーニー
制度とは「企業の中で海外赴任する可能性の高い若手社員
を選抜し、一定期間、海外の現地法人へ赴任させる制度」
となされている（産業能率大学、2016）。海外トレーニー
制度が日本企業に導入される理由は、近年、日本人若年層
のグローバルビジネスに対する問題意識が希薄で企業とし
ても対応の必要性が高まっていることや新興諸国マーケッ
トで通用する人材育成の必要性が高まっており、日本企業
において若手社員の異文化ビジネス環境への適応力を開発
する必要性があるためだとなされている（白木、2014，
pp.884-886）。これに加えて、日本人社員をマネジャーの
育成の場として現地子会社へ派遣し、多様な人材を相手に
したマネジメントやリーダーシップ能力を身に付けさせる
ことも理由となされている（関口他、2016，p.107）。
⑷　実態調査の視点による分析
　日本企業の現地化に関する実態調査がこれまでに多くな
されている。たとえば、吉原（1996，p.4；p.28）は、アメ
リカ、イギリス、ドイツ、シンガポール、台湾の５カ国の
日本企業の子会社に対して実態調査を行い、その子会社の
78％が日本人社長であったことから日本企業は現地化の点
で遅れていることを明らかにした。1990年代になると日本
企業の中国への進出が活発化し、中国において現地化に関
する実態調査が多くなされた。これは、日本の大学へ中国
から多くの留学生や研究者が来日したことも背景としてあ
げられる。たとえば、中国の日本企業へ勤務する現地人に
対して日本企業の意識調査をしたところ、欧米系と比較し
て給与や福利厚生、手当てなど待遇が相対的に低いことか
ら日本企業は現地人において人気がないことが明らかにさ
れた（範、2003，p.69；西原、1998，pp.102-105；趙、
2002，p.99）。川井（2000，pp.105-108）による中国北京、
天津、大連の日本企業の現地子会社1,949社に対する調査
結果では、日本人社長は33.1％と現地化が進展しているも
のの、親会社である日本企業と中国企業の出資比率で社長
の国籍に傾向があるとされ、この点について出資比率が高
い企業が「子会社人事に対する統制を通じて経営をコント
ロールする」ことが明らかにされた。中国の現地化に関す
る実態調査は、いわゆる中間管理職の現地化に視点を向け
たものもある。韓（2010，p.77）は、8社に対して管理職
の現地化を実態調査したところ、トップ・マネジメントに
なるほど現地人は部または課全体を見る能力に達していな
いと認識され、部長クラスは21％、課長クラスは56％と高
級管理職になるほど現地化率が低下することを明らかにし
た。さらに中国における現地子会社の販売先は同じ日本企
業であることが多く、現地人を積極的に登用しなくてはな
らないという風潮がないとの指摘も王（2011.p192）によ
りなされている。このほかに進出年数が短い企業は親会社
からの経営資源が移転されたばかりで、現地人はまだ育っ
ていないため、日本人比率が高いことや非製造業は製造業
よりも現地化が進んでいることが明らかされている（徐
他、2014a，pp.164-166；徐他、2014b，pp.186-187）。
　また、中国だけではなくアセアン（ASEAN）において
も実態調査がなされている。シンガポール、タイ、マレー
シア、インドネシア、フィリピン（ASEAN 5）の現地法
人の現地化は現地法人社長の全体78.7％、中間管理職の
72.7％が日本人であることが白木（1999，pp.35-40）の実
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態調査により明らかされている。また、本稿で実態調査を
行うミャンマーにおいても現地化に関する実態調査もなさ
れている。EBP 政策基礎研究所（2013，p.15）は、ミャン
マーにおける日本企業の現地子会社６社をインタビュー
し、トップ・マネジメントは日本人社員が従事、ミドル・
マネジメントは日本人社員が一部従事しているものの、主
に大卒または海外での勤務経験のある現地人が従事、さら
にロワー・マネジメントは現地で雇用した現地人社員を昇
格者させている傾向があることを明らかにした。堀間
（2017）は、ミャンマーにおける日本企業５社にインタ
ビューし、中国や ASEAN での現地化に関する先行研究
と比較することで同国の現地化が早い段階で中間管理職を
中心に進展している可能性を示唆した。
　一方、実態調査の結果、日本人社員の派遣が必ずしも現
地子会社の経営に対して悪影響を与えていないとの指摘も
なされている。白木（2006，pp.92-93）は、日本人派遣者
が多いことが現地法人の利益を圧迫していることは成り
立っていないことや現地法人が取り扱う製品・技術・サー
ビスのレベルが高くなれば、本国本社からの技術ならびに
経営管理ノウハウの移転が必要となり日本人社員の比率も
高まることを明らかにした。大木（2016，pp.65-67）は、
タイに進出した日本企業24社に対して実態調査した結果、
日本人社員に権限を持たせることの方が高いパフォーマン
スにつながることを明らかにした。
３ 　研究の目的と方法
　本稿では、ミャンマーの日本企業における現地化につい
て実態調査を行い、先行研究と比較・考察することで、
ミャンマーにおける日本企業の人的資源に関する政策を明
らかにするとともに、日本企業の近年の現地化に関する実
態の解明を通して、日本企業の海外における経営戦略の構
築において指針となることを目的とする。ミャンマーは、
2011年に軍政から民政へ移管され、日本企業の進出が2011
年の68社から2015年の346社に、わずか４年で５倍以上伸
びた（外務省、2017）アジア新興国のなかでも日本企業の
進出が盛んな国である。ただし、ミャンマーへ進出した日
本企業346社のうち、現地法人は174社とされ（外務省、
2017）、さらにまだ進出年数が経過していないため、その
多くは事業展開に向けた準備段階であったり、駐在員事務
所としての位置づけであったりと実際に生産や販売といっ
た営業活動を行っている企業は50社程度とされている
４
。
ミャンマーへ日本企業の進出時期は2011年以降であり、中
小企業の海外進出が加速した時期や日本の労働市場のひっ
迫が議論されるようになった時期と重なる。このため、同
国での日本企業における現地化の実態調査を行うことは、
日本企業が依然として本国本社から日本人社員を現地子会
社に派遣し、時間をかけてロワー・マネジメントから時間
と費用をかけて現地化を進めているのかといった問題や最
新の日本企業の人的資源に関する政策を明らかにすること
が期待される。
　またミャンマーでは歴史的にみて政府が学生の反政府運
動の防止を目的に大学への入学を制限し
５
、大学としての機
能が停止した過去がある。このため、同国における基礎研
究は大きな後れをとっており、学者間でも同国の政治・経
済の実態についての見方が定まっていないとなされている
（熊田、2001，p.1）。ついては、ミャンマーで日本企業の
現地化に関する実態調査を行うことは、基礎研究において
も学術的価値を有することと考えられ、また日本企業の経
営戦略においても価値あるものと期待される。
　本稿では日本企業の現地子会社におけるトップ・マネジ
メントの現地化率、トップ・マネジメント以外の現地化
率、製造業と非製造業といった業種、親会社が大企業か中
小企業かといった規模、独資と合弁といった進出形態、そ
して現地への進出年数について現地化率や進出年数といっ
た量的データを収集し、先行研究との比較研究をする。た
だし、同国における郵便や通信といったインフラは脆弱で
郵便物が届かない可能性もあることから電話やインタ
ビューで調査を行う。また調査対象となる企業は各社報道
資料や東洋経済新報社（2016，pp.1108-1112）に基づき実
際に生産や販売といった営業活動を行っている企業を推測
し、選定した。
　実態調査の結果と比較する国について、2015年の海外に
おける日系企業の拠点数の７割以上はアジア、とりわけ中
国や ASEAN 諸国に集中していること（外務省、2017）、
欧米やアジアといった地域によりその人的資源管理や市場
モデルが異なること（吉原、1992，p.169；ブルーノ、
2005，p.136；関口他、2016，p.86）、ミャンマーの現地子
会社は本国本社から現地人へ知識や技術移転といった
キャッチアップ型の経営である一方で、取り扱う製品・技
術・サービスのレベルが高くなると日本人派遣者比率が高
まることが先行研究で明らかにされていること（白木、
2006，p.92-93）を踏まえると、アジア新興国でミャンマー
と歴史的や経済的に結びつきが強く、日本企業の進出過程
が類似している国がよいと考えられる。中国とミャンマー
は地理的に国境を接しており、歴史的にみて両国の文化や
経済的関係が結びついていることが知られている。特に中
国の市場経済の発展により両国間の貿易はますます活発に
なっており、この意味でミャンマーは経済的に中国の影響
を受けているといえる。それに加え、1988年にミャンマー
で軍事クーデターが発生すると、これに欧米諸国は同国に
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対して大きく反発して制裁を課す一方で、中国はミャン
マーに対して貿易・投資・援助の三位一体による支援をし
続けた。これらを背景に両国政府はその関係の強さは、血
を分けた兄弟を意味する胞波（パウッポー）と表現されて
いる（中西、2014，pp.87-89；中西、2015，pp.39-41）。
　ミャンマーの現在の経済発展は、中国がたどった過程の
初期段階に類似していることが World Bank（2015，p.4）
により指摘がなされている。ミャンマーへ進出した日本企
業346社のうち、製造業は49社で全体の14.2％と低く、一
方、タイの製造業は48.7％、マレーシアは51.6％であり、
ミャンマーは非製造業中心の進出であることが明らかにさ
れている（外務省、2017）。またミャンマーに進出した製
造業は主に縫製品や簡易な電子・機械の組立てが中心とさ
れている
６
。一方、1980年代から90年代に中国へ進出した日
本企業の主な業種は繊維や雑貨、食品加工に限られ、非製
造業への投資が中心であること（林、2011，p.230）から
日本企業の進出企業の業種についても類似性があるといえ
る。それに加えて、日本企業の進出理由について国際協力
銀行（2017）の調査によると、2015年および2016年のミャ
ンマーは「安価な労働力」や「現地マーケットの今後の成
長性」が期待され、中国についても2001、2002年の同調査
では「マーケットの今後の成長性」や「安価な労働力」が
期待されていた点も類似性が確認された。このようにミャ
ンマーと中国は歴史的かつ経済的に結びつきが強く、さら
に日本企業の進出過程に類似性があることから、本稿では
中国における現地化に関する先行研究と比較する。また、
ミャンマーは ASEAN に属していることから、ASEAN 諸
国での日本企業の現地化に関する比較も必要と考える。し
かし、前述のとおり、近年のタイにおける先行研究では日
本人に権限を持たせる方が高いパフォーマンスにつながる
といった新たな研究結果も明らかにされている。この点を
踏まえると、タイの現地法人が取り扱う製品・技術・サー
ビスのレベルが高まっていることが想定され、ASEAN 諸
国における日本企業の現地化政策は変化している可能性が
あり最新の実態調査が必要とされる。しかしながら、過
去、ASEAN 5 の実態調査がなされていることを踏まえ、
本稿では ASEAN 5 における実態調査と比較し、ASEAN
諸国の最新の実態調査との比較は今後の課題とする。
４ 　中国とミャンマーにおける法的現地人の雇用義務
の比較
⑴　中国における法的現地人雇用義務
　東南アジアの政府のなかには、人種構成比率に応じて現
地人を採用することを日系企業に対して義務付けていると
ころもあり（中村2005，p.41）、現地化は現地法の影響を
大きく受けるといえる。このため、本稿では中国における
先行研究とミャンマーにおける現地化と比較するため、ま
ず現地人の法的雇用義務を比較する。
　中国の法的現地人の雇用義務については法律上明確に義
務付けられていない（日本貿易振興機構、2016a）。ただ
し、「外国人の中国における就業管理規定」において、外
国人の雇用を禁止する業種はないものの、特別な必要性が
あり、中国国内では当面適切な人材が不足しており、かつ
国の関連規定に違反しない職務でなければならない」とさ
れ、一定の制限はあるようである。雇用者数（比率）に対
する規制についても、中国では明確な法律規定はない。し
かし、特殊技能を要しない単純労働は現地人を雇用しなけ
ればならないとされている。この要件を満たせば、管理職
は全員外国人でも問題はない。現地人の雇用方法も「新聞
広告を通じて募集するなど、独自で行うことができるが、
労働管理部門への登録が必要で、一般には公認の職業紹介
センターを通して採用する。他の省から採用する場合は、
労働部門の仲介で行う」とされている。さらに雇用期間に
ついて、中国人民共和国労働契約法第14条（3）において
「固定期間のある労働契約を連続して２回締結」した場合
は「使用者と労働者が協議により合意に達すれば固定期間
の労働契約を締結することができる」となされている（日
本貿易振興機構、2016b）。
⑵　ミャンマーにおける法的現地人雇用義務
　ミャンマーでは会社設立に関わる基本法令は「会社法」
である（日本貿易振興機構、2016c）。しかし、この会社法
では現地人の雇用義務については明示されていない。近
年、ミャンマー政府は、同国へ進出した企業に対して、税
負担の軽減など恩典を与えることで外国企業の誘致を推進
している。これらの外国企業への優遇政策を定めているの
が、ミャンマー投資法または経済特区法である。この両法
では、一定の雇用義務が明言されている。ミャンマー投資
法では、技術を要求されない労働については現地人の登用
を義務付けているものの、管理職への現地人登用について
具体的な数値を定めたものはない。ただし、現地人が管理
職や技術職、専門職に就けるよう現地人へのキャパシ
ティービルディングを行う義務が課されている。経済特区
法について、DICA（2016）によると、熟練技術を必要と
する事業は、事業開始から２年で25％以上、次の２年（事
業開始から４年）で50％以上、更に次の２年（事業開始か
ら６年）で75％以上の現地人を、熟練技術を必要としない
仕事については現地人のみを雇用することを求めている。
同法において、この雇用義務は“高度の技術やスキル
（high technology and skills）”が必要な職となされ、管理
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表１　実態調査の対象となった47社と調査結果
会社名 面 談 日 進出年 規 模 業　種 形 態（注１）
トップ・マネジメントの
国籍（注２）
中間管理職（注3）
中間管理職の
現地化率
備　　　考
企業１ 2016/9/15 2014 大企業 非製造業 合弁（現地） 日本人（代表取締役） 3（1） 66.7
企業２ 2016/4/6 2013 中小企業 製造業 独資 日本人（MG） 26（0） 100.0
企業３ 2016/10/18 1998 中小企業 製造業 合弁（現地） 日本人（代表） 10（1） 90.0
企業４ 2016/10/4 2015 大企業 非製造業 合弁（同等） 第三国人（CEO） 8（1） 87.5
企業５ 2016/4/5 1998 中小企業 非製造業 独資 日本人（代表取締役） 16（1） 93.8
企業６ 2015/12/10 2002 大企業 製造業 独資 日本人（社長） 15（1） 93.3
企業７ 2016/5/5 2014 大企業 製造業 合弁（日本） 日本人（社長） 105（1） 99.0
企業８ 2016/5/26 2013 大企業 非製造業 合弁（日本） 日本人（代表取締役社長） 8（4） 50.0
企業９ 2016/6/20 2015 中小企業 非製造業 合弁（日本） 日本人（代表取締役） 3（0） 100.0
企業10 2016/6/23 2015 大企業 非製造業 合弁（日本） 日本人（社長） 5（5） 0.0
企業11 2016/7/6 2012 大企業 非製造業 合弁（日本） 日本人（支店長） 3（3） 0.0
企業12 2016/7/8 2015 大企業 製造業 独資 日本人（所長） 4（1） 75.0
企業13 2016/7/11 2015 大企業 非製造業 独資 日本人（社長） 4（2） 50.0
企業14 2016/7/15 2013 大企業 製造業 独資 日本人（社長） 7（4） 42.9
企業15 2016/7/20 2012 大企業 製造業 独資 日本人（所長） 0（0） 0.0
企業16 2016/7/22 2012 大企業 非製造業 独資 日本人（取締役社長） 1（0） 100.0
企業17 2016/8/18 2013 大企業 非製造業 合弁（日本） 日本人（社長） 8（1） 87.5
企業18 2016/8/18 2014 中小企業 製造業 独資 日本人（取締役） 5（0） 100.0
企業19 2016/9/1 2015 大企業 製造業 独資 日本人（GE） 0（0） 0.0
企業20 2016/9/8 2015 大企業 製造業 合弁（日本） 日本人（MG） 15（1） 93.3
企業21 2016/9/9 2015 中小企業 製造業 独資 日本人（取締役） 3（0） 100.0
企業22 2016/9/28 2016 大企業 非製造業 合弁（日本） 日本人（所長） 50（3） 94.0
企業23 2016/9/29 2014 大企業 製造業 独資 日本人（MG） 2（0） 100.0
企業24 2016/9/29 2015 中小企業 非製造業 合弁（同等） 日本人（取締役） 1（0） 100.0 現地にて日本人を雇用
企業25 2016/10/11 2015 中小企業 非製造業 独資 日本人（代表取締役） 3（3） 0.0
企業26 2016/10/12 2013 大企業 非製造業 合弁（日本） 日本人（支店長） 3（0） 100.0
企業27 2016/10/12 2013 中小企業 非製造業 独資 日本人（CEO） 4（0） 100.0
企業28 2016/10/4 2013 大企業 非製造業 合弁（日本） 日本人（社長 8（1） 87.5
企業29 2016/10/4 2013 中小企業 非製造業 独資 日本人（MG） 2（1） 50.0
企業30 2016/10/10 2015 中小企業 非製造業 独資 日本人（取締役社長） 0（0） 0.0
企業31 2016/10/10 2015 中小企業 製造業 独資 日本人（MG） 9（1） 88.9
企業32 2016/10/10 2015 中小企業 非製造業 独資 日本人（MG） 1（1） 0.0
企業33 2016/10/12 2015 中小企業 製造業 独資 日本人（代表取締役） 119（7） 94.1 現地にて日本人を雇用
企業34 2016/10/13 2014 大企業 製造業 合弁（日本） 現地人（MG） 7（2） 71.4
企業35 2016/10/18 1996 中小企業 非製造業 独資 日本人（代表取締役） 50（0） 100.0
企業36 2016/10/18 2013 大企業 製造業 独資 日本人（社長） 4（1） 75.0
企業37 2016/10/18 2015 大企業 非製造業 合弁（日本） 日本人（GE） N/A N/A 中間管理職なし
企業38 2016/10/18 2013 大企業 非製造業 独資 日本人（社長） 2（1） 50.0
企業39 2016/10/18 2013 大企業 非製造業 独資 日本人（支店長） 2（2） 0.0
企業40 2016/10/18 2002 中小企業 製造業 独資 日本人（代表取締役社長） 50（4） 92.0
企業41 2016/10/18 1996 大企業 非製造業 独資 日本人（代表） 1（1） 0.0
企業42 2016/10/18 1996 中小企業 非製造業 合弁（日本） 日本人（副社長） N/A N/A 中間管理職なし
企業43 2016/10/18 2006 中小企業 製造業 独資 日本人（社長） 13（0） 100.0
企業44 2016/10/18 2016 中小企業 製造業 合弁（日本） 日本人（MG） 4（2） 50.0
企業45 2016/10/20 2015 大企業 非製造業 合弁（現地） 現地人（MG） 5（2） 60.0
企業46 2016/10/24 2016 大企業 非製造業 合弁（日本） 日本人（代表取締役社長） 6（2） 66.7
企業47 2016/10/27 2013 大企業 非製造業 合弁（日本） 日本人（代表取締役社長） 4（1） 75.0
注１：（  ）は主要出資者が日本企業か現地企業かを表す
注２：（  ）はトップ・マネジメントの役職を表す
注３：（  ）は日本人数を表す
出典：筆者作成
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職とはされておらず、逆にいえば全員外国人が管理職で
あっても問題はないといえる。労働者の雇用方法について
は、原則として労働事務所に雇用条件を通知し、労働事務
所から入手した応募者リストを基に登用しなくてはならな
いとされているが、多人数を募集する場合は、新聞広告や
人材紹介業を通じて自ら募集することも可能とし、むしろ
現地ではこの方法の方が一般的とされる（日本貿易振興機
構2016c）。雇用期間について、雇用及び技術向上法におい
て雇用契約締結の義務があるとし、使用者と労働者が協議
したうえで決定するとしているものの、明確な期間につい
て法的に定められていない（日本貿易振興機構、2016d）。
⑶　法的雇用義務の比較
　両国の法的雇用義務を比較すると、基本法令において両
国は現地人を雇用する義務はない（日本貿易振興機構、
2016a；日本貿易振興機構、2016c）。また、現地人の採用
に関する法的制約も同等といえよう。また、単純労働につ
いては現地人を雇用することを求めており、両国間の法令
では大きな差異も見当たらない。一方、ミャンマーでは経
済特別区への進出である場合は、事業開始からの経過年数
に応じて全体の人数に対して雇用すべき現地人比率を定め
ており、“高度の技術やスキル（high technology and 
skills）”が必要な職については事業開始から６年以降は
25％未満の外国人しか雇用することができない（DICA、
2016）。しかし、これは管理職の現地人率に関する法的制
約とはいえない。雇用期間の視点で、中国は有期契約を２
回更新した場合は無期契約の資格を有するものの、ミャン
マーにはこのような法的制限は、現在は見当たらない（日
本貿易振興機構、2016b）。このため、日本企業の子会社
においても中国の方が現地人を長期雇用することが可能と
いえ、社内から現地人を管理職へ昇進させることなどの長
期に渡る人材育成が可能となるといえる。しかし、ミャン
マーにおいても使用者と労働者が協議することで無期限の
雇用は可能となることから、本稿において中国とミャン
マーの現地化を比較するうえで、法的に考慮する大きな差
はないといえる。
５ 　調査結果
⑴　全　体
　本実態調査はミャンマーに進出した日本企業47社を対象
に行った（表１）。トップ・マネジメントの現地化につい
て、42社が本国本社から日本人社員を派遣、2社が現地に
て日本人を雇用、3社が第三国人・現地人を雇用している
ことが分かった。本稿では、現地化を「本国本社から派遣
される日本人社員から現地で雇用された社員へ転換するこ
と」と定義がなされていることから、本国本社から派遣さ
れた日本人社員は42人とされ、本実態調査における日本企
業のトップ・マネジメントの日本人率は89.4％であり、依
然として現地化が進展していないことが推察される。また
47社の現地子会社のうち２社は進出期間が短く、中間管理
職を設置していない会社であった。中間管理職の現地化率
が100％である会社は11社で、全体45社うち24.4％を占め
る（図１）。一方、現地人の中間管理職は不在とする会社
も９社あることが分かった。本実態調査では中間管理職の
現地化率が80％以上～100％未満の現地子会社は12社と最
も多いことが分かった。さらに、中間管理職の現地化率が
80％以上の現地子会社は全体の51.1％を占めていることが
本実態調査で分かった。また現地人の中間管理職が「０％
12 
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図１　ミャンマーにおける日本企業中間管理職の現地化率
出典：筆者作成
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超～40％未満」の現地子会社はないことも実態調査により
分かった。
⑵　形　態
　独資または合弁という形態別について述べる（図２）。
独資で進出した現地子会社について、中間管理職の現地化
が100％である会社は８社で独資全体の30.8％と最も比率
が大きいことが本実態調査により分かった。しかし、現地
化率が０％の独資の会社も７社あり、26.9％を占めてい
た。現地化率が60％以上の現地子会社は15社あり、57.7％
を占めていることが分かった。合弁で進出した現地子会社
について、現地化率が100％である会社は３社と合弁会社
全体の15.8％であることが分かった。現地化率が60％以上
の現地子会社は15社あり78.9％を占めることが分かった。
一方、現地化率が０％の合弁会社も２社あることが本実態
調査により分かった。
⑶　規　模
　親会社が大企業か中小企業といった規模別について述べ
る（図３）。親会社が中小企業である現地子会社の現地人
率について、現地化率が100％とする会社は８社あり、中
小企業全体の44.4％を占めることが分かった。また現地化
率が80％以上～100％未満の会社も５社あり、現地化率が
80％以上の中小企業は72.2％になることが本実態調査によ
13 
 
（2）形態 
 独資または合弁という形態別について述べ
る(図 2)。独資で進出した現地子会社につい
て，中間管理職の現地化が 100％である会社
は 8社で独資全体の 30.8％と最も比率が大き
いことが本実態調査により分かった。しか
し，現地化率が 0％の独資の会社も 7社あ
り，26.9％を占めていた。現地化率が 60％以
上の現地子会社は 15 社あり，57.7％を占めて
いることが分かった。合弁で進出した現地子
会社について，現地化率が 100％である会社
は 3社と合弁会社全体の 15.8％であることが 
分かった。現地化率が 60％以上の現地子会社
は 15 社あり 78.9％を占めることが分かっ
た。一方，現地化率が 0％の合弁会社も 2社
あることが本実態調査により分かった。
7
4
2
5
8
2 2
5
7
3
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
0% 0% 超～
20% 未満
20% 以上～
40% 未満
100%
80% 以上～
100% 未満
60% 以上～
80% 未満
40% 以上～
60% 未満
0%
0% 超～
20% 未満
20% 以上～
40% 未満
40% 以上～
60% 未満
60% 以上～
80% 未満
80% 以上～
100% 未満
100%
図2 ミャンマーにおける日系企業企業形態別中間管理職の現地化率
（社） 合弁 （n=19）独資 （n=26）
出典：筆者作成図２　ミャンマーにおける日系企業企業形態別中間管理職の現地化率
出典：筆者作成
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（3）規模 
 親会社が大企業か中小企業といった規模別
について述べる（図 3）。親会社が中小企業
である現地子会社の現地人率について，現地
化率が 100％とする会社は 8 社あり，中小企
業全体の 44.4％を占めることが分かった。ま
た現地化率が 80％以上～100 未満の会社も 5
社あり， 地化率が 80％以上の中小企業は
72.2％になることが本実態調査により分かっ
た。一方，現地化率が 0％の会社も 3社あっ
た。親会社が大企業である現地子会社につい
て，その現地化率が 100％である会社はわず
か 3社しかなく，大会社全体の 16.7％であっ
た。現地化率が 60％以上である会社は 17 社
と全体の 63.0％であることや現地化率が 0％
の会社も 6社と 22.2％を占めており大企業の
方が中小企業よりも現地化が進展していない
ことが本実態調査より推察される。
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図3 ミャンマーにおける日本企業規模別中間管理職の現地化率
（社） 中小企業 （n=18） 大企業 （n=27）
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出典：筆者作成図３　ミャンマーにおける日本企業規模別中間管理職の現地化率
出典：筆者作成
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り分かった。一方、現地化率が０％の会社も３社あった。
親会社が大企業である現地子会社について、その現地化率
が100％である会社はわずか３社しかなく、大企業全体の
11.1％であった。現地化率が60％以上である会社は17社と
全体の63.0％であることや現地化率が０％の会社も６社と
22.2％を占めており大企業の方が中小企業よりも現地化が
進展していないことが本実態調査より推察される。
⑷　業　種
　製造業・非製造業といった業種別について述べる。製造
業の会社について、その現地化率が80％以上～100％未満
である会社は７社と製造業全体の36.8％占めていることが
本実態調査により分かった（図４）。次いで現地化率が
100％とする会社は５社で26.3％であることが分かった。
一方、現地化率が０％である会社も２社あることが分かっ
た。非製造業の会社について、現地化率が０％とする会社
は７社で非製造業全体の26.9％を占めるものの、現地化率
が100％である会社も６社あることが分かった。現地化率
が80％以上の現地子会社は11社と非製造業の42.3％を占め
ることも本実態調査により分かった。
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（4）業種 
 製造業・非製造業といった業種別について
述べる。製造業の会社について，その現地化
率が 80％以上～100％未満である会社は 7 社
と製造業全体の 36.8％占めていることが本実
態調査により分かった(図 4)。次いで現地化
率が 100％とする会社は 5社で 26.3％である
ことが分かった。一方，現地化率が 0％であ
る会社も 2社あることが分かった。非製造業
の会社について，現地化率が 0％とする会社
は 7社で非製造業全体の 26.9％を占めるもの
の，現地化率が 100％である会社も 6社ある
ことが分かった。現地化率が 80％以上の現地
子会社は 11 社と非製造業の 61.5％を占める
ことも本実態調査により分かった。
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図4 ミャンマーにおける日本企業業種別中間管理職の現地化率
（社） 製造業 非製造業（n=19） （n=26）
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出典：筆者作成図４　ミャンマーにおける日本企業業種別中間管理職の現地化率
出典：筆者作成
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（5）進出期間 
ミャンマーへの進出期間別について述べ
る。同国へ進出してから 3年以内の現地子会
社の現地化率は 80％超～100％未満が最も多
く 6社と進出年数 3 年以内全体の 26.0％を占
めていることが分かった(図 5)。続いて，現
地化率が 0％，60％超～80％未満または 100％
の会社がそれぞれ 5 社であった。進出年数が
4年～6年の会社について，現地化率が 40％
超～60％未満と 100％である会社がそれぞれ 5
社であった。進出年数 4～6年の現地子会社に
ついて，現地化率が 100％と 40％以上～60％
未満の会社が 4 社あることが分かった。進出
年数 7年以上の現地子会社について，その現
地化率が 80％超～100％未満である会社が 4
社と最も多く 57.1％を占めることが分かっ
た。さらに現地化率が 100％の会社も 2社あ
ることも本実態調査により分かった。
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図5 ミャンマーにおける日本企業進出期間別中間管理職の現地化率
出典：筆者作成図５　ミャンマーにおける日本企業進出期間別中間管理職の現地化率
出典：筆者作成
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⑸　進出期間
　ミャンマーへの進出期間別について述べる。同国へ進出
してから３年以内の現地子会社の現地化率は80％以上～
100％未満が最も多く６社と進出年数３年以内全体の
26.0％を占めていることが分かった（図５）。続いて、現
地化率が０％、60％以上～80％未満または100％の会社が
それぞれ５社であった。進出年数が４年～６年の会社につ
いて、現地化率が40％以上～60％未満と100％である会社
がそれぞれ５社であった。進出年数７年以上の現地子会社
について、その現地化率が80％以上～100％未満である会
社が４社と最も多く57.1％を占めることが分かった。さら
に現地化率が100％の会社も２社あることも本実態調査に
より分かった。
６ 　先行研究との比較
　本実態調査の対象となった47社の日本企業のうち、日本
人社長は44人、そのうち２人は現地子会社において雇用さ
れた日本人社長であった。このため、本実態調査における
日本企業のトップ・マネジメントの日本人率は89.4％とさ
れる（表２）。アメリカ、イギリス、ドイツ、シンガポー
ル、台湾の５カ国や ASEAN 5、中国と比較してもミャン
マーではトップ・マネジメントの現地化は遅れていること
が本実態調査によって明らかにされた。
　ロワーやミドル・マネジメントといった中間管理職の現
地化について比較すると、中国では課長クラスが単純平均
56％、ASEAN 5 は72.7％であるのに対し、ミャンマーで
は単純平均が89.6％、中央値では87.5％であることが明ら
かにされた（表３）。さらに現地への進出期間についてみ
ると、ミャンマー進出年数が３年以内の日本企業における
中間管理職の現地化率は単純平均が90.3％、中央値が
75.0％、４年～６年の現地化率は単純平均が76.8％、中央
値が75.0％、７年以上の現地化率は単純平均が94.8％、中
央値が93.3％であった。これに対し、中国は単純平均年数
10年、ASEAN 5 は11.8年である。このことからミャンマー
の 日 本 企 業 に お け る 中 間 管 理 職 の 現 地 化 は 中 国 や
ASEAN 5 に比べて早い段階で進展していることが本実態
調査により明らかにされた。なお、中国での実態調査では
部長クラスがトップ・マネジメントに含まれている一方
で、本稿では部・課長クラスは中間管理職と定義してい
る。この実態調査において部長クラスの現地化率は先行研
究では明らかにされていないが、日本企業の現地化はロ
ワー・マネジメントから進んでいくことを踏まえると、課
長クラスの現地化率56％より小さいと推定される。
　次に本国本社の会社規模について考察する。本実態調査
では、本国本社が大企業である企業の中間管理職の現地化
率は単純平均が85.4％、中央値が71.4％であったのに対し、
中小企業と回答した企業は、単純平均が93.4％、中央値が
93.9％であった。このことから本国本社が中小企業である
方が大企業よりも現地化率が高いことが明らかにされた。
これは日本国内の労働市場のひっ迫で中小企業の方が大企
業よりも人員不足が深刻であり、中小企業の方が現地での
管理人材の不足といった影響を受けていると推察される。
また業態について、本実態調査では製造業における現地化
率の単純平均が93.5％、中央値が92.0％であるのに対し、
非製造業の単純平均は82.1％、中央値が66.7％と、中国の
先行研究で明らかにされているように製造業の方が非製造
表２　ミャンマーおよび先行研究での日本企業のトップ・マネジメント日本人率の比較
（単位：％）
形態 日本企業の出資比率 先行研究① 先行研究② 先行研究③ 本実態調査
合弁
50％未満 N/A 57.1 23.3 66.7
50％ 61 N/A 49.7  0.0
50％超～100％未満 79 83.3 61.8 93.8
独資 100％ 79 94.9 48.7 96.2
合計 78 78.7 46.5 89.4
（注）本調査結果では、現地で雇用された日本人は現地人として扱う。
出典：①吉原（1996，p.28），②白木（1999，p.35），③川井（2000，p.106）に基づき筆者作成
表３　ミャンマーおよび中国・ASEAN 5 での日本企業中間管理職の現地化率の比較
（単位：％）
先 行 研 究 本　実　態　調　査
中国 ASEAN 5
全 体
形　　態 規　　模 業　　態 進　出　期　間
10年 11.8年 独 資 合 弁 大企業 中小企業 製 造 非製造 ３年以下 ４～６年 ７年以上
中 央 値 N/A N/A 87.5 81.9 87.5 71.4 93.9 92.0 66.7 75.0 75.0 93.3
単純平均 56％ 72.7％ 89.6 91.0 87.9 85.4 93.4 93.5 82.1 90.3 76.8 94.8
出典：白木（1999，pp.39-40；p.62），韓（2010，p.77）に基づき筆者作成
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業よりも現地化が進展していることが本実態調査により明
らかにされた。
７ 　本実態調査の考察
　ミャンマーにおける日本企業の現地子会社の現地化につ
いて、本実態調査ではトップ・マネジメントとして本国本
社から派遣された日本人社員が従事している企業は89.4％
を占めた。前述のとおり、現地化を進めるべき職位の階層
については、統一的な結論が得られていない。本実態調査
の対象となった日本企業の現地子会社における業績は公表
されていないものの、日本貿易振興機構（2016e，p.8）の
調べによると、ミャンマーにおける日本企業は25.7％が黒
字、62.2％が赤字とされる。さらに親会社の規模について
は、大企業は29.2％が黒字、中小企業は19.2％が黒字とさ
れている。また同じく日本貿易振興機構（2016e，p.18）
では、今後、ミャンマーでの事業展開の方向性は拡大する
と回答した企業は79.7％になる。これら現地子会社の社員
について、日本人社員を増やすと回答した企業が20.3％で
あるのに対し、現地人従業員を増加させると回答した企業
が69.6％であったことから、ミャンマーの日本企業は日本
人社員を派遣するのではなく現地人の雇用を進めながら事
業を拡大していることが推測される。一方、本実態調査の
結果、ロワーやミドル・マネジメントの中間管理職につい
ては、企業形態や親会社の規模、業態、進出年数に関わら
ず日本企業は短期間で現地化を進めていることが明らかに
された。特に本実態調査において中間管理職の現地化が進
展していることを踏まえると、ミャンマーにおける日本企
業は「中間管理職の層を厚くすることが、利益率の向上に
貢献する」ことを支持していることが示唆される。
　次にミャンマーにおける日本企業の人的資源の政策につ
いて考察する。前述のとおり、これまで欧米の経済制裁下
にあり、さらにはミャンマーの経済的な結びつきは中国が
中心であった。このため、国際的な視野を有した経営者や
日本企業の親・子会社間の関係やその経営慣行を理解でき
る現地人は限られている。またアジア諸国では汚職行為が
常態化しているとされ、この点について同国は周辺国より
も高いとされている
７
。これら汚職行為が日本企業内におい
て発生すれば、企業としての国際的なレピュテーションを
損なうリスクがある。さらにミャンマーは、インフラ・法
制度が未整備に加え、人材難という三重苦の問題を抱えて
いるとなされている（砂田、2016，p.46）。たとえば、会
計制度についてミャンマーの会計基準は国際会計基準を基
に作成されているとしているものの、これらの適用につい
ては法的拘束力がないため、任意で他の基準の採用が可能
であり（渡場、2014，pp.73-74）、不透明な点が多い。こ
ういった現地固有の課題においては、前述のとおり、異文
化である日本人社員をトップ・マネジメントとして指名
し、現地子会社を管理させることは合理的であると考えら
れる。ロワーやミドル・マネジメントについて、たとえ
ば、ミャンマーの製造業はカッティング・メイキング・アン
ド・パッキング（Cutting Making and Packing：CMP）
という形態の方式が一般的である。CMP とは材料を顧客
から無償で仕入れ、現地子会社はその加工だけを行い、顧
客へ製品を納入するものである。つまり、現状において
ミャンマーでは大きな付加価値生産やサービスの供給を行
う活動はなされていない（堀間、2017）。このため、ロ
ワーやミドル・マネジメントはあえて本国本社から日本人
社員を派遣し、現地人へ知識や技術移転をする必要性がな
く、現地化が短期間で進展したのだと考えられる。
８ 　まとめと展望
　本稿では、ミャンマーにおける日本企業47社を対象に現
地化に関する実態調査を行った。その結果、トップ・マネ
ジメントは本国本社と現地子会社の関係維持や現地子会社
へのガバナンスという観点で依然として日本人社員がその
多くを従事しており、一方、ロワーやミドル・マネジメン
トといった中間管理職は中国や ASEAN 5 での先行研究よ
りも早い段階から現地化が進展していることが明らかにさ
れた。また本国本社が中小企業である現地子会社は大企業
よりも現地化率が高いことが示され、日本国内の労働市場
のひっ迫に伴う人員不足で中小企業はミャンマーへ進出す
るにあたり積極的に現地人を雇用していることが示唆され
た。ミャンマーにおける現地子会社で中間管理職の現地化
が進展している理由について、同国において現段階では大
きな付加価値生産やサービスの供給を行っておらず、あえ
て本国本社の日本人社員が知識や技術を現地人へ技術移転
する必要性がないためだと推察される。また、本実態調査
においてトップ・マネジメントよりもロワーやミドル・マ
ネジメントの現地化が進展していることが示されたことに
ついては、統一的な結論が得られていない現地化を進める
べき職位の階層に関してミャンマーでは中間管理職の層を
厚くすることが利益率の向上に貢献することを支持してい
るといえる。一方、先行研究において高い製品・技術・
サービスを必要とするところには派遣された日本人社員の
比率が高まることが明らかにされている。このことを踏ま
えると、日本国内の労働市場がひっ迫するなかで、日本企
業は「高い製品・技術・サービスを必要とする国・地域に
は日本人社員を重点的に派遣し、そうでない国・地域には
現地化を積極的に進める」という新しい仮説が得られる。
しかしこの仮説を検証するためには、中国や ASEAN 諸
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国に続き、さらにインドや欧米などの他の地域・国におい
ても進出した日本企業の現地化状況について実態調査する
ことが重要であり、これを今後の課題とする。
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註
１） 本稿において現地化とは「ヒトの現地化」を指す。
２） 中間管理職として明確に定められた役職はない。（冨
田，1991，p.289）によると、班長、係長レベルから部
長、工場長レベルまでの範囲を中間管理職としている。
３） 本稿では本国本社にはグループ会社も含める。
４） 日本貿易振興機構へ2016年４月４日インタビュー。
５） ミャンマーの軍事政権下における教育政策について
は、増田（2010）や上別府（2014）により研究されてい
る。
６） 日本貿易振興機構へ2016年４月４日インタビュー。
７） 汚職の度合いなどはアジア開発銀行やトランスペアレ
ンシーが公表。
